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第９３回日本水道協会中国四国地方支部総会日程 

 

開催日 令和６年７月２５日（木） 

開催地 岡山県支部 岡山市 

会 場 ホテルグランヴィア岡山 

    （岡山市北区駅元町１番５  電話（０８６）２３４－７０００） 

受  付  開  始   正  午 

総  会  １２時４５分 ～ １６時００分 

１ 開  会  式 

(1) 開催地代表挨拶 

(2) 日本水道協会中国四国地方支部長挨拶 

(3) 日本水道協会理事長挨拶 

(4) 来賓祝辞 

２ 表  彰  式 

(1) 功労賞表彰  

(2) 特別賞表彰  

(3) 永年勤続賞表彰 

(4) 被表彰者代表挨拶 

３ 会  議 

(1) 議長挨拶 

(2) 令和５年度会務報告 

(3) 議 事 

第１号議案 令和５年度日本水道協会中国四国地方支部会計決算の認定について 

            －会計監査報告－ 

第２号議案 令和６年度日本水道協会中国四国地方支部事業計画について 

第３号議案 令和６年度日本水道協会中国四国地方支部会計予算について 

第４号議案 会員提出問題の審議 

第５号議案 第 94回日本水道協会中国四国地方支部総会の開催地について 

(4) 次期総会開催地代表挨拶 

(5) 議長退任挨拶 

４ 閉 会 

講 演 会  １６時００分 ～ １７時００分 

 演  題   「能登半島地震から学ぶ水道の災害対応」 

 講  師   名古屋大学減災連携研究センター 准教授 
 平山 修久 氏 



１　功労賞（８名）
（敬称略）

前 呉市上下水道事業管理者 澤　村　　直　樹

前 岡山市水道局次長 上　高　　直　樹

前 岡山市水道局総務部営業課長 國　富　　直　英

前 岡山市水道局総務部お客様センター所長 金　尾　　祥　吾

前 松江市上下水道局上下水道部長 吉　岡　　秀　樹

前 松江市上下水道局上下水道部技監 中　倉　　　　隆

前 松江市上下水道局上下水道部次長 鍜　冶　　紀　夫

前 松山市公営企業管理者 大　町　　一　郎

２　特別賞（８名）
（敬称略）

前 江田島市企業局長 躍　場　　克　之

前 岡山市水道局配水部配水課工業用水道担当課長 熊　崎　　伸　治

前 岡山市水道局配水部西管路整備課北事業所担当課長 石　原　　雅　志

前 下松市上下水道局企画総務課長 末　岡　　真　昭

元 島根県企業局東部事務所長 松　原　　俊　二

前 出雲市上下水道局次長兼水道施設課長 岡　　　　芳　幸

前 香川県広域水道企業団参事 伊　瀬　　習　示

前 宇和島市水道局業務課長 門　脇　　　　博

日本水道協会中国四国地方支部長表彰受賞者名簿



３　永年勤続賞 (５８名)

番号 会 員 名 氏　名（敬称略） 勤続年数 番号 会 員 名 氏　名（敬称略） 勤続年数

1 広 島 市 水 道 局 戸　田　　恵　美 20年  0か月 30 光 市 水 道 局 田　中　　秀　一 20年  0か月

2 〃 溝　本　　剛　志 20年  0か月 31 〃 松　井　　高　明 20年  0か月

3 〃 出　水　　陽　一 20年  0か月 32 山口市上下水道局 岡　藤　　真　弘 20年  0か月

4 呉 市 上 下 水 道 局 三　﨑　　竜　行 22年  0か月 33 米 子 市 水 道 局 逸　見　　英　紀 20年  0か月

5 〃 由　良　　良　子 20年  0か月 34 〃 門　脇　　喜　子 20年  0か月

6 福山市上下水道局 吉　川　　寛　和 20年  0か月 35 鳥 取 市 水 道 局 服　部　　豪　史 20年  0か月

7 大竹市上下水道局 清　水　　正　樹 20年  0か月 36 倉吉市上下水道局 黒　川　　英　明 20年  0か月

8 尾道市上下水道局 髙　垣　　光　男 20年  0か月 37 松江市上下水道局 松　浦　　　　崇 20年  0か月

9 〃 栗　原　　正　晴 20年  0か月 38 島 根 県 企 業 局 上　田　　　　章 20年  0か月

10 広島県水道広域連合企業団 沖　川　　秋　広 20年  0か月 39 〃 佐　藤　　信　明 21年  0か月

11 〃 岡　本　　大　助 20年  0か月 40 浜田市上下水道部 小　谷　　嘉　孝 20年  3か月

12 〃 角　谷　　　　剛 20年  0か月 41 〃 中　山　　　　薫 20年  0か月

13 岡 山 市 水 道 局 川　上　　保　雄 20年  0か月 42 〃 岩　本　　幸　夫 20年  0か月

14 〃 金　光　　雅　博 20年  0か月 43 香川県広域水道企業団 中　山　　博　登 20年  0か月

15 〃 難　波　　　　崇 20年  0か月 44 〃 香　川　　　　忠 22年 10か月

16 〃 岡　田　　啓　典 20年  0か月 45 松山市公営企業局 杉　本　　優　子 20年  0か月

17 〃 中　原　　久　典 20年  0か月 46 今 治 市 上 下 水 道 部 永　田　　秀　樹 20年  0か月

18 〃 水　畑　　雅　俊 20年  0か月 47 四国中央市水道局 山　下　　幹　男 20年  0か月

19 岡山県南部水道企業団 山　下　　公　司 20年  0か月 48 〃 高　橋　　育　夫 20年  0か月

20 備 南 水 道 企 業 団 塩　田　　明　夫 20年  0か月 49 西予市建設部上下水道課 井　上　　貴　仁 20年  0か月

21 下関市上下水道局 幸　松　　　　勝 20年  3か月 50 西予市明浜支所産業建設課 宇都宮　　宏　和 24年 11か月

22 〃 藤　本　　勝　利 20年  7か月 51 徳島市上下水道局 久　米　　祐　介 20年  0か月

23 岩 国 市 水 道 局 竹　中　　貴　彦 20年  0か月 52 〃 竹　中　　逸　人 20年  0か月

24 宇 部 市 水 道 局 池　村　　祐　子 20年  0か月 53 〃 和　田　　拓　也 20年  0か月

25 山陽小野田市水道局 藤　田　　　　洋 20年  0か月 54 〃 山　本　　将　希 20年  0か月

26 〃 安　藤　　真　作 20年  0か月 55 〃 山　本　　翔　太 20年  0か月

27 周南市上下水道局 稗　田　　　　純 20年  0か月 56 〃 吉　田　　隆　史 20年  0か月

28 〃 長谷部　　優　子 20年  0か月 57 〃 上　岡　　尚　貴 20年  0か月

29 〃 保　上　　矩　久 20年  0か月 58 高知市上下水道局 明　神　　奈　美 21年  0か月



令和５年度会務報告 
 
令和 5 年 7 月 20 日（第 92 回当地方支部総会開催日（於松江市））以降における会務の概要は、

次のとおりである。 

 

１ 会員の異動について （敬称略） 

⑴ 入会員    ３会員 

ア 正会員       １会員 

  上関町 

イ 特別会員      １会員 

  谷川 卓 

ウ 賛助会員      １会員 

  ㈱クボタ建設 広島支店 

 

⑵ 退会員       ９会員 

ア 名誉会員   ２会員 

    徳本 威、中野 文男 

イ 特別会員      ５会員 

  遠藤 嘉昭、瀧口 泰道、長瀬 正昭、宮本 晃 

ウ 賛助会員      １会員 

  ㈱フソウメンテック 

エ 支部賛助会員    １会員 

  ㈱クボタ建設 西日本支店 

 

※会員名簿への掲載を希望しない会員については、会員名を記載していない。 

 

以上の異動によって、現在会員の総数は、次のとおりである。 

   名誉会員    ４会員 

   正会員  １４２会員 

   特別会員   ２７会員 

   賛助会員   ２５会員 

   支部賛助会員  ５３会員  

   合計  ２５１会員 

 

２ 幹事会について 

 ⑴ 第 215回幹事会（令和 5年 7月 20日 於 松江市） 

  ア 議案 

    第９２回日本水道協会中国四国地方支部総会会員提出問題提案理由説明・動議提出都市

及び処理案について 

 

 

 



⑵ 第 216回幹事会（令和 5年 10月 5日 Web開催） 

  ア 議案 

     ①  第 103 回総会会員提出問題の提案理由説明都市について 

② 令和 6年度日本水道協会中国四国地方支部行事計画について 

    ③ 令和 6年度日本水道協会中国四国地方支部会計予算について 

    ④ 令和 6年度日本水道協会中国四国地方支部幹事会開催地について 

    ⑤ 令和 6年度日本水道協会国際研修について 

     ⑥ 令和 6年度配管設計講習会開催地について 

    ⑦ 日本水道協会中国四国地方支部合同防災訓練について 

イ 報告事項 

令和 5年度日本水道協会会長表彰受賞者について 

ウ 情報交換事項 

   ① 温室効果ガス排出量削減の取り組みについて 

   ② ウォーターPPP に対する認識と導入にむけた現状について 

     

 ⑶ 第 217回幹事会（令和 6年 5月 24日 於 米子市） 

  ア 議案 

     ① 令和 5年度日本水道協会中国四国地方支部会計決算について 

   ② 日本水道協会中国四国地方支部功労賞及び特別賞被表彰者の選考について 

   ③ 日本水道協会中国四国地方支部永年勤続賞被表彰者の審査について 

   ④ 第 94回日本水道協会中国四国地方支部総会開催地の内定について 

  イ 報告事項 

     ① 令和 6年度日本水道協会中国四国地方支部行事計画について 

   ② 第 218回日本水道協会中国四国地方支部幹事会及び第 93回日本水道協会中国四国地方

支部総会の日程について 

   ③ 令和 6年能登半島地震における日本水道協会中国四国地方支部の活動について 

 

３ 水道事例発表会について 

  第 23回水道事例発表会（令和 5年 12月 19日・20日 於 松山市） 

 ⑴ 目的 

支部正会員の実務担当者の日頃の実務における事例や研究を発表するとともに、会員相互

の活発な情報交換を行うことを目的とする。 

  ⑵ 発表題数          １３題 

  ア 事務部門       ２題 

イ 計画・水源・浄水部門    ５題 

ウ 配水・給水部門       ２題 

エ 水質部門       ４題 

 ⑶ 参加人員 ８５名 

  ⑷ 優秀論文 （敬称略） 

  ア 「水のおはなし教室」でのＩＣＴ機器の活用について 

      松山市公営企業局                  吉木 航平 

 



  イ 小規模浄水場における紫外線処理導入事例 

      福山市上下水道局                  泉谷 直希 

  ウ 消防局と連携した災害対応能力向上への取り組み 

      松山市公営企業局                  伊藤 大祐 

  エ 水質管理業務の共同実施について 

      福山市上下水道局                  北村 祥子 
 

※ 次期全国会議（水道研究発表会）へ推薦 

 

４ 講習会について 

 ⑴ 事務講習会（令和 5年 9月 28 日・29日 於 倉敷市） 

 ア 目的 

 事務職員の知識の向上を図り、水道事業経営の円滑な運営に資することを目的とする。 

  イ 講習内容及び講師 

(ｱ) 水道の基盤強化に向けて ～広域連携・公民連携～ 

      日本水道協会水道技術総合研究所 主席研究員     今井  滋 氏 

(ｲ) 倉敷市水道局の取組 

  ①スマートメーター・検針時納入通知書発行について 

倉敷市水道局水道営業課 課長補佐          塚本 裕貴 氏 

    ②学校水道水リフレッシュ化事業について 

倉敷市水道局水道総務課 課長代理          藤井 孝幸 氏 

(ｳ) 2022年度日本水道協会国際研修の報告について 

       岡山市水道局配水部東管路整備課 主任        小林 隆之 氏 

(ｴ) 大阪市水道局ＤＸの取組について 

       大阪市水道局総務部デジタル推進課 担当係長     竹内  徹 氏 

(ｵ) 弥生時代最大の墳丘墓「楯築遺跡」の整備と給水塔の撤去について 

       倉敷市教育委員会文化財保護課 主幹         藤原 憲芳 氏 

  ウ 受講人員 ７１名 

 

⑵ 管理職講習会（令和 5年 11月 9日・10日 於 福山市） 

 ア 目的 

 管理・監督職員を対象に、管理職の在り方等について知識を広め、水道事業経営の円滑

な運営に資することを目的とする。 

  イ 講習内容及び講師 

(ｱ) 備後圏域連携中枢都市圏における水道事業広域連携の取組 

      福山市上下水道局経営管理部財務経営課 経営担当課長 稲岡  崇 氏 

(ｲ) 福山市の水道施設における土砂災害防止の取組について 

福山市上下水道局施設部施設整備課 次長(施設担当)  江草 友勇 氏 

(ｳ) 鞆の浦と坂本龍馬 

      鞆龍馬おもてなし隊 隊長              大西 公孝 氏 

(ｴ) 人口減少下における持続可能な水道システム構築のために 

      福山市立大学 准教授                清水 聡行 氏 



(ｵ) バラの聖地福山で世界バラ会議を開催 

福山市市長公室世界バラ会議推進室 プロジェクトマネージャー  

上田 善弘 氏 

(ｶ)  “水と生きる”江戸時代の福山 

      福山市立大学 教授                 八幡 浩二 氏 

  ウ 受講人員 ３４名 

 

⑶ 技術講習会（令和 5年 11月 15日・16日 於 米子市） 

 ア 目的 

 技術職員の知識の向上を図り、水道事業の発展に寄与することを目的とする。 

  イ 講習内容及び講師 

(ｱ) 最近の水質管理の動向について 

      日本水道協会工務部水質課 水質専門監       高見澤 雅彦 氏 

(ｲ) 災害対応の考え方 ～非常用セラミック膜ろ過膜装置の紹介及び使用事例について～ 

メタウォーター株式会社 

経営企画本部コ－ポレ－トコミュニケーション室 室長 千葉 弘行 氏 

事業戦略本部 R＆Dセンター水道技術開発部上水技術開発グループ 開発者 

                          後藤 寛和 氏 

営業本部中四国営業部 部長            吉村 栄一郎 氏 

(ｳ) 水道標準プラットフォーム等の活用による水道広域化の進め方について 

      株式会社日立製作所水・環境ビジネスユニットバリューチェーンＴＳＳ事業 

開発本部ＤＸ推進部 主任技師            森  有一 氏 

(ｴ) 日本水道協会国際研修の報告について 

出雲市上下水道局水道施設課 主任技師        柳楽 拓也 氏 

  ウ 受講人員 ５７名 

 

⑷ Web講習会（令和 6年 3月 18日 Web開催） 

 ア 目的 

 水道事業を運営するに当たっての諸課題の解決に向け、地方支部の活動を活性化するこ

とを目的とする。 

  イ 講習内容及び講師 

 「地震等緊急時対応の手引き」の解説（相互応援の一般事項編）及び令和６年能登半島

地震における日本水道協会中国四国地方支部の活動について 

日本水道協会中国四国地方支部 事務局長       上里 健治 氏 

ウ 申込者数 ２３１名（YouTubeによるアーカイブ配信も併せて実施） 

 

５ 県支部事務担当者連絡協議会について 

 ⑴ 第 67回県支部事務担当者連絡協議会（令和 5年 9月 11日 於 広島市） 

  ア 報告事項 

(ｱ) 地方支部の令和 4年度活動状況及び令和 5年度事業計画について 

(ｲ) 各県支部の令和 4年度活動状況及び令和 5年度事業計画について 

(ｳ) 日本水道協会中国四国地方支部各種講習会の開催状況について 



イ 情報交換事項 

(ｱ) 飲食を伴う意見交換会等の開催について 

(ｲ) SDGsの取組について 

  ウ その他 

    地震等緊急時における初動対応の迅速化に向けた関係者の取組強化について 

 

⑵ 第 68回県支部事務担当者連絡協議会（令和 6年 6月 20日 於 広島市） 

 ア 国土交通省中国地方整備局からの情報提供 

 イ 情報交換事項 

   各県支部における防災対策について 

  ウ 報告事項 

(ｱ) 地方支部の令和 5年度活動状況及び令和 6年度事業計画について 

(ｲ) 各県支部の令和 5年度活動状況及び令和 6年度事業計画について 

(ｳ) 日本水道協会中国四国地方支部各種講習会の開催状況について 

エ その他 

  令和６年能登半島地震における活動の振り返り及び災害対応に係る意見交換について 

 

６ 会計監査について（令和 6年 4月 16日・22日 書面審議） 

⑴ 監査内容 

 令和 5年度の決算書、残高証明書、出納簿、予算原簿、収入伝票、支出伝票、振替伝票、 

広島銀行預金通帳、みずほ銀行預金通帳の帳票により監査を受けた。 

⑵ 監事都市 

井原市、防府市 

 

７ 令和 5年度日本水道協会会長表彰受賞者について （敬称略） 

  令和 5 年 10 月 18 日(水)から 20 日(金)の間、関東地方支部･東京都で開催された令和５年度

日本水道協会全国会議において表彰された当地方支部関係者は、次のとおりである。 

 ⑴ 功労賞（１名） 

   前 岡山市水道事業管理者                今 川    眞 

⑵ 特別賞（６名） 

元 広島市水道局設備担当部長              益 田    光 

   元 広島市水道局維持担当部長              田 村  慎 吾 

前 岡山市水道局次長                  石 井  昌 生 

   前 宇部市水道局次長                  沼    寿実男 

前 山陽小野田市水道局次長               西 山  洋 治 

   前 香川県広域水道企業団高松ブロック統括センター所長  木 本  新 吾 

⑶ 勤続賞（９１名） 

広島市水道局    村 上  裕 之 

      〃           山 岡  亮 治 

      〃           山 見  太 一 

      〃           田 屋    淳 

      〃          石 東  延 夫 

   広島市水道局      石 川  和 孝 

〃          岡 崎    裕 

   〃          高 本  幸 英 

      〃          岡 野  徹 昭 

      〃          山 本  進 一 



    広島市水道局      奥 江  秀 和 

      〃        瀬 﨑  一 志 

       〃            藤 井  隆 司 

      〃           香 川  俊 浩 

      〃           守 岡    徹 

      〃           重 田  尚 孝 

   呉市上下水道局   増 木  誠 治 

   福山市上下水道局   早 川  千奈美 

        〃       吉 川  英 憲 

      〃           静 間  健 一 

   尾道市上下水道局  小 川  登 也 

   岡山市水道局      児 子  伸 一 

        〃          水 嶋  和 子 

      〃           石 井  正 人 

      〃           齊 藤  孝 志 

   〃          岡 崎    功      

   〃           山 本  竜 三      

   〃          重 本  順 一 

      〃           藤 田  厚 之 

      〃           荒 木  敬一朗 

〃           二 宮  基 嘉 

   津山市水道局    森 岡  隆 治 

   真庭市建設部      永 田  浩 士 

   下関市上下水道局   下 田  幸 雄 

   岩国市水道局    廣 本    修 

      〃           中 村  健 司 

      〃           高 木  大 地 

      〃           田 村  一 道 

   宇部市水道局     山 根    剛 

      〃           山 本  小百合 

      〃           秋 山  淳 一 

〃          前 野  美 子 

   〃         足 立    正 

       〃          礒 部    覚 

   下松市上下水道局   河 野   英 嗣 

   〃         橋 本  一 広 

   〃          馬 越  隆 文 

萩市上下水道局   大 田    豊 

光市水道局       福 居  幸 江 

防府市上下水道局    大 田  勝 明 

山口市上下水道局  徳 光    玲 

    鳥取市水道局    渡 辺  寛 存 

鳥取市水道局      桑 村  紀 幸 

    〃         谷 口  洋 一 

         〃          太 田  憲 男 

        〃          吉 田    覚 

        〃         石 原  崇 央 

        〃          岸 根  勝 弘 

米子市水道局    高 松   呈 次 

        〃          安 田    讓 

         〃        岡 田  康 則 

松江市上下水道局  中 倉    隆 

〃          橋 本    真 

    〃          近 藤  麻 里 

〃       木 山  征 人 

       〃           樋 野  健 吾 

   〃           鍜 冶  康 一 
   〃           森 脇  好 正 
島根県企業局    錦 織  雅 夫 
出雲市上下水道局  杉 山  賢 一 
斐川宍道水道企業団 藤 間  新 悟 
   〃           富 岡  正 時 
隠岐の島町上下水道課 池 田  邦 彦 
香川県広域水道企業団 藤 村  保 夫 

         〃           高 島  信 司 

        〃           寒 川  一 夫 

        〃          古 家  英 治 

        〃          梶 野  哲 也 

        〃           山 本  充 英 

        〃           白 井  伸 浩 

        〃           和 田  庸 児 
      〃           宮 本  一 司 

宇和島市水道局   門 脇    博 

   〃           寺 崎  啓 二 

四国中央市水道局  石 村  佳 史 

徳島市上下水道局  橋 本  雅 美 

  〃           拝 郷   雅 彦 

      高知市上下水道局   中 田  智 久 

   〃           味代木  正 人 
   〃           大 﨑  智 弘 
   〃           正 木    充 
 

 



８ 第 103回全国総会への提出問題について 

当地方支部からの提出問題（１１問）は、それぞれ次のとおり処理された。 

番 号 提 出 問 題  処 理 状 況 概 要 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公的資金補償金免除繰上償還制度及び公営企
業借換債制度の復活について 

（島根県支部・徳島県支部） 

（理 由） 
水道事業においては、給水区域の拡張及び老朽

施設の整備・更新に多額の資金が必要なことか
ら、世代間の負担の公平化という観点も踏まえ、
企業債を主な財源として事業を行ってきた。しか
し、その元利償還金は水道財政にとって大きな負
担となっており、中でも過去に借り入れた高金利
既往債が財政負担の増加に一層拍車をかけてい
る。 
こうした状況の中、繰上償還については、政府

資金は平成１９年度から３年間、旧公営企業金融
公庫資金は平成１９年度から２年間、一定の経営
改革を実施する地方公営企業を対象に補償金を
免除する特例措置が講じられた。さらに、平成２
２年度から平成２４年度の３年間についても制
度の継続がなされ、財政上の負担軽減につながる
非常に有用な制度であった。 
よって、水道事業の経営基盤の強化を図るた

め、次の事項を国に対して強く要望する。 
 
⑴ 公的資金補償金免除繰上償還制度及び公

営企業借換債制度を復活すること。 
 
⑵ 制度の復活に当たっては、許可要件(資本
費・将来負担比率等)の緩和を図るとともに、
対象となる公営企業債の範囲を拡大し、年利
５％未満の企業債についても対象とするこ
と。 

 
 

１ 陳情 
第３回運営会議（令和５年 11 月 28 日）後、

総務省、財務省、地方公共団体金融機構並び
に関係国会議員に対し、陳情活動を行った。 

 
２ 令和６年度地方債計画 

水道事業債の総額 
水道事業債については、通常収支分と東日

本大震災分の合計として、6,360 億円（対前
年度比 5.3％増）が計上された。 
 

 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水道施設の耐震化等に対する財政支援について 
（愛媛県支部・高知県支部） 

（理 由） 
我が国の水道は、日常生活や都市活動に欠くこ

とのできないライフラインであり、水道事業者
は、平時はもとより地震等の災害時においても、
飲料水等生活に必要な最低限の水を供給するこ
とが求められている。 
一方、浄水場や水道管等の水道施設は、高度経

済成長期に集中的に整備され、経年劣化による老
朽化が顕著になり、その対策が急務になってい
る。 
また、近い将来、高い確率で発生が予測される

南海トラフ巨大地震等を鑑みると、基幹管路はも
とより、災害拠点病院や避難所等の重要給水施設
につながる重要給水施設管路の耐震化が喫緊の
課題となっている。 
さらには、近年頻発している風水害に対しても

浸水対策等の備えが必要となっている。 
しかし、こうした老朽施設の更新や災害対策に

１ 陳情 
第３回運営会議（令和５年 11 月 28 日）後、

厚生労働省、総務省、財務省、地方公共団体
金融機構並びに関係国会議員に対し、陳情活
動を行った。 

 
２ 令和６年度水道関係予算 

(1) 水道施設整備関係予算 
① 水道施設整備費 

これまでの水道施設整備費補助金（公
共）は、各種メニューの枠組みをそのま
ま「水道施設整備費」とし、引き続き、
高度浄水処理施設の整備などを補助す
る。 

② 水道施設整備事業調査費等 
水道分野における革新的技術実証事業 

（A-JUMP）に係る経費を新たに計上した。 
③ 上下水道一体効率化・基盤強化推進事

業費 
 令和６年度から水道事業が国交省へ
移管されることを契機に、上下水道一体



番 号 提 出 問 題  処 理 状 況 概 要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

は多額の事業費が必要となり、給水人口の減少や
節水機器の普及により水道料金収入の減収が見
込まれる中でこれらの事業を着実に推進してい
くためには、国の持続的かつ安定的な財政支援が
不可欠である。 

よって、将来にわたって持続可能な水道事業を
構築していくため、次の事項を国に対して強く要
望する。 

 
⑴ 水道水源開発等施設整備費国庫補助金及

び生活基盤施設耐震化等交付金における補
助率(交付率)の引上げ及び補助採択基準に
係る要件の緩和をすること。 

 
⑵ 水道管路耐震化事業に関する地方財政措

置の延長及び一般会計からの繰出基準の緩
和をすること。 

 
⑶ 耐用年数を超過した浄水場等の更新事業
を地方公営企業繰出制度の対象にすること。 

 
⑷ 生活基盤施設耐震化等交付金の予算区分
について、建設改良費の繰越により翌年度に
事業を繰り越すことができるよう、現年予算
を配分すること。 

 
 

での効率的な事業実施に向け、「上下水
道施設再編推進事業」、「上下水道施設
耐震化推進事業」、「官民連携等基盤強
化推進事業」、「上下水道DX推進事業」、
「業務継続計画策定事業」、「汚泥資源
肥料利用推進事業」を新たな補助事業と
して支援することとなった。 

 
(2) 防災・安全交付金 

  ・ 「防災・安全」に関する地方公共団体
が行う社会資本整備について、基幹的な
事業や関連する社会資本整備、効果を促
進する事業等を一体的に支援する経費
として計上するもの。 

  ・ 従前の生活基盤施設耐震化等交付金の
大部分が防災・安全交付金に移行。 

  （新規事項） 
  ① 取水施設の耐災害性強化 
    土砂災害警戒区域において土砂災害等

により流出するリスクが高い取水施設に
対して、土砂災害防止のための施設整備
などに対する新たな補助メニューを創設。 

  ② 管路施設の強靭化（簡易水道事業） 
    災害時の重要拠点として位置付けら

れている施設に配水する管路の耐震化
に対する補助について、簡易水道事業に
ついても補助を行うために制度を拡充。 

 
(3) 令和５年度補正予算 
  令和５年度補正予算では、「防災・減災、
国土強靭化のための５か年加速化対策」に
基づく水道施設の耐災害性強化等を着実
に推進するための予算を厚生労働省で計
上した。 
① 防災・減災、国土強靭化のための５

か年加速化対策 
・  「防災・減災、国土強靭化のため

の５か年加速化対策」に基づき、地
方公共団体が実施する浄水場等の停
電対策・土砂対策・浸水対策等の耐
災害性強化対策及び上水道管路（基
幹管路）の耐震化対策を図るための
施設整備等に必要な経費について、
財政支援を行う。 

② 安心・安全な水道の整備 
・ 水道施設の基幹改良や緊急時用連

絡管の整備等、安心・安全な水道サ
ービスの実現のための施設整備等
に必要な経費について、財政支援を
行う。 

３ 地方財政措置の拡充等 
(1) 水道管路耐震化事業に係る地方財政措

置の延長について 
延長を重ねる中で、これまで耐震化事業

に取り組んできた団体は、過去の平均事業
費（通常事業費）が上昇し上積事業費が生
じづらくなることから、上積事業費につい
て、算出の基礎として管路更新率を用いる



番 号 提 出 問 題  処 理 状 況 概 要 

こととした上で、「全国平均管路更新率」
又は「当該団体の実績管路更新率」のいず
れか低い方により算出する方法に変更し、
５年間延長する。 

なお、供給単価が全国平均未満の団体に
ついては、比較的経営基盤が安定している
ことから、実績管路更新率により算出する
方法とする。 
① 対象事業者 
・  前年度末時点で経営戦略を策定して

いる末端給水事業者（令和８年度以降
は、前年度末時点で「改定」している
事業に限る） 

② 対象経費 
・  対象事業者が実施する水道管路（国

庫補助の対象となる管種に限る。）の
耐震化に要する経費 

③ 地方財政措置 
・  対象経費に、当該団体の管路更新率

が、基準更新率を上回る割合を乗じて
算出した上積事業費の１／４（一般対
策分）、又は１／２（特別対策分）を
限度として、一般会計からの出資の対
象とする。 

・ 当該一般会計出資のための起債の元
利償還金について、普通交付税による
措置（１／２）を講ずる。 

 
(2) 公営企業の脱炭素化の推進 
  ＧＸ実現に向けた基本方針（令和４年

12 月 22 日ＧＸ実行会議決定）において、
地域脱炭素の基盤となる重点対策を率先
して実施することとされるなど、地方公共
団体の役割が拡大したことを踏まえ、公営
企業の脱炭素化の取組に対して、以下のと
おり地方財政措置を講じる。 

  ① 対象事業 
    地方公共団体実行計画に基づいて行

う公共施設等の脱炭素化のための地方
単独事業 

  ② 事業期間 
令和５年度～令和７年度 

  ③ 地方財政措置 
   ・ 地方負担額の１／２に「公営企業債

（脱炭素化推進事業）」を充当した上
で、元利償還金の全額を一般会計から
の繰出の対象とし、その元利償還金に
各対象事業の交付税措置率のとおり
普通交付税措置（残余（地方負担額の
１／２）については、通常の公営企業
債を充当） 

   ・ 公営企業の脱炭素化の取組について
は、引き続き地方財政措置を講ずるこ
ととしているが、令和６年度において
は、一般会計債である脱炭素化推進事
業債について、地方公営企業等が行う
地域内消費を主目的とする再生可能
エネルギーの導入に対する補助を新
たに対象に追加することとしている。 



番 号 提 出 問 題  処 理 状 況 概 要 

３ 水道事業の広域化に対する財政支援について 
（島根県支部・香川県支部） 

（理 由） 
少子高齢化に伴う人口減少社会を迎え、将来に

おける水需要の減少と連動して水道料金収入も
減少傾向で推移するものと推測される一方で、水
道施設の経年劣化による老朽化の問題が全国的
に顕著化し、更新・耐震化需要の増大が見込まれ
る。 
令和元年10月に施行された改正水道法には、国

の責務として水道の広域化を含めた基盤強化を
推進させるとともに財政的な援助を行うこと等
が明確化されている。 
このような情勢の中、現在の安定した給水サー

ビスを維持していくためには、一層の経営効率化
を図る必要があり、広域化についても検討してい
く必要があると考えられるが、現行の「生活基盤
施設耐震化等交付金」における広域化に係る採択
要件は、「市域を越えた３事業体以上」と限定さ
れている。 
また、広域化実施後においても、持続可能な事

業運営が可能となるよう国からの財政支援が不
可欠である。 
よって、水道事業広域化のより一層の推進が図

られるよう、次の事項を国に対して強く要望す
る。 
 
⑴ 生活基盤施設耐震化等交付金について、段

階的な広域化が可能となるよう、２事業体間
における事業も交付金の対象とする要件緩
和を図るとともに交付率の嵩上げを行うな
ど、更なる拡充をすること。 

 
⑵ 交付対象事業の企業債元利償還金に対す

る繰出基準の新設をすること。 
 
⑶ 交付金の申請手続きについて、事故繰越す
る際の手続きなど事務を簡素化すること。 

 
 

１ 陳情 
 

２ 令和６年度水道関係予算 
 

３ 地方財政措置の拡充等 
「２」に同じ 
 

４ ダム改良事業に対する利水事業者への補助の
新設について 

（鳥取県支部・島根県支部・愛媛県支部） 

（理 由） 
ダム施設改良事業に当たっては、その事業費を

治水事業者である県のほかに、利水事業者である
水道事業者も負担しているが、県はその負担の一
部が国土交通省の補助対象となることから、実質
の負担は軽減されている。 
しかし、利水事業者の負担金については、ダム

の改良事業では国（厚生労働省、国土交通省）か
らの補助を全く受けられないのが実情であり、水
道事業者としては高額な費用負担となっており、
事業経営を圧迫している。 
水道水の需要は、節水意識の定着や各種節水機

器の普及、大口需要家の専用水道への切替えなど
から減少傾向にある一方で、高度経済成長期の急

１ 陳情 
第３回運営会議（令和５年11月28日）後、

厚生労働省、財務省並びに関係国会議員に対
し、陳情活動を行った。 
 

２ 令和６年度水道関係予算 
「２」に同じ 

 



番 号 提 出 問 題  処 理 状 況 概 要 

速な水需要に対処するために建設された水道施
設の大量更新に迫られ、水道事業者は大きな設備
投資を必要としている。 
よって、今後も健全な水道事業を運営し、清浄

にして豊富低廉な水を安定して供給するため、ダ
ム施設改良事業に対する水道事業者への補助制
度の早急な新設を国に対して強く要望する。 

 
 

５ 簡易水道事業統合後の水道事業に対する財政
支援について 

（岡山県支部・鳥取県支部・島根県支部） 

（理 由） 
簡易水道事業は、経営基盤が脆弱で独立採算が

困難であるため、国の方針に基づき、上水道への
統合を行っているが、統合後も未整備の施設や老
朽施設の更新などについて、継続して対応してい
く必要があることから、水道事業経営に重大な影
響を与えることとなる。 
ついては、簡易水道と上水道を統合した後も安

定した事業運営が持続できるよう、財政支援につ
いて次の事項を国に対して強く要望する。 
 
⑴ 上水道と統合した旧簡易水道施設等の整

備について、補助率を引き上げるとともに、
管路整備等による施設の統廃合や廃止する
施設の撤去事業を対象とするなど補助対象
事業を拡充すること。 

 
⑵ 旧簡易水道の高料金対策繰出金について、
統合後６年目以降も減額することなく継続
し、統合後11年目以降も継続すること。 

 
⑶ 上水道事業と統合した統合前の旧簡易水
道事業債の元利償還金繰出金に係る交付税
措置について、臨時措置分も含めて統合後６
年目以降も減額することなく継続し、従前の
交付税の水準を将来にわたって維持するこ
と。 

 
⑷ 旧簡易水道事業区域で実施する建設改良
事業に充てる企業債の元利償還金の２分の
１が公営企業繰出金の対象となったが、この
繰出しに対する財源は一般財源と特別交付
税であり、設置自治体の財政負担の増大が懸
念されることから、負担軽減のための更なる
制度改善を行うこと。 

 
 

１ 陳情 
第３回運営会議（令和５年11月28日）後、

厚生労働省、総務省、財務省並びに関係国会
議員に対し、陳情活動を行った。 

 
２ 令和６年度水道関係予算 
 
３ 地方財政措置の拡充等 

「２」に同じ 

６ IoT等の先端技術導入に対する財政支援拡充
について 

（岡山県支部） 

（理 由） 
水道事業は、浄水場の運転監視、管路の保全管

理、水道メーターの検針など多くの業務で人員を
必要としており、事業運営に当たってはより一層
の業務の効率化及び省力化が求められている。 

１ 陳情 
第３回運営会議（令和５年11月28日）後、

厚生労働省、財務省並びに関係国会議員に対
し、陳情活動を行った。 
 

２ 令和６年度水道関係予算 
「２」に同じ 

 



番 号 提 出 問 題  処 理 状 況 概 要 

こうした中、検針業務の効率化等を目的に、水
道スマートメーターを試験的に導入する水道事
業者が増加しているところである。 
しかしながら、将来的に水道スマートメーター

を本格導入するためには、従来のメーターに比べ
高価な調達コストに加え、システム構築費など導
入に向けての経費負担が大きな課題となってい
る。 
よって、経営の効率化とともに今後の水道事業

のＤＸ化に繋がる水道スマートメーター導入促
進に向け、国に対して財政支援拡充を強く要望す
る。 

 
 

７ 水道事業における電気料金に係る財政支援に
ついて 

（広島県支部・岡山県支部） 

（理 由） 
水道事業は、市民生活や企業の経済活動等を支

えるライフラインとして重要な役割を担ってお
り、安定的に事業を運営していく必要がある。一
方で、導・送・配水施設におけるポンプの使用や
浄水処理等の過程において多大な電力を要する
ことから、エネルギー価格の影響を受けやすい事
業形態となっている。 
昨今のエネルギー価格の急騰が水道事業経営

に及ぼす影響は極めて大きく、高効率機器の導入
や効率的な水運用など省エネに取り組み電力消
費の抑制に努めてきているが、水道事業者の自助
努力にはおのずと限界があると考えられる。 

現在実施されている「電気・ガス価格激変緩和
対策事業」では、低圧及び高圧契約に係る電気料
金について支援がなされているが、地形的な要因
により特別高圧契約の使用電力量が多くを占め
る事業体においては十分とは言えないものとな
っている。また、令和５年９月以降、国の支援が
縮小されることとなっており、諸物価が高騰する
中で市民生活や地域経済を守るためには、国から
の更なる財政支援が重要となることから、以下の
実現を強く要望する。 
 

⑴ 電気料金の状況を踏まえ、国の支援を継続
するとともに、更なる拡充をすること。 

 
⑵ 水道事業者が電力事業者等と契約してい
る全ての契約（特別高圧等）について支援策
の対象とすること。 

 
 

１ 陳情 
第３回運営会議（令和５年11月28日）後、

厚生労働省、総務省、経済産業省、財務省並
びに関係国会議員に対し、陳情活動を行っ
た。 
 

２ 令和６年度水道関係予算 
「２」に同じ 
 

３ 水道事業への支援に関する「電力・ガス・
食料品等価格高騰重点支援地方交付金」の活
用について 

  電力価格高騰の影響を受けた水道事業者
等に対する支援については、令和４年12月13
日付けで厚生労働省より、「水道事業者への
支援に関する「電力・ガス・食料品等価格高
騰重点支援地方交付金」（新型コロナウイル
ス感染症対応地方創生臨時交付金）の活用に
ついて」が発出され、令和４年９月に内閣府
により創設された「電力・ガス・食料品等価
格高騰重点支援地方交付金」の活用を検討す
ることについて通知された。 

  また、令和５年３月22日の「第８回物価・
賃金・生活総合対策本部」において、本交付
金の増額・強化が示され、「新型コロナウイ
ルス感染症対応地方創生臨時交付金（重点交
付金）の増額・強化について」（内閣府地方
創生推進室事務連絡）が発出されたことか
ら、令和５年４月５日付けで厚生労働省よ
り、「「電力・ガス・食料品等価格高騰重点
支援地方交付金」（新型コロナウイルス感染
症対応地方創生臨時交付金）の増額・強化及
び水道事業者等に対する支援への活用につ
いて」の通知があった。 

 
 
 

８ クリプトスポリジウム対策への交付金の交付
率引き上げについて 

（高知県支部） 

（理 由） 
「水道施設の技術的基準を定める省令」及び

「水道におけるクリプトスポリジウム等対策指

１ 陳情 
第３回運営会議（令和５年11月28日）後、

厚生労働省、財務省並びに関係国会議員に対
し、陳情活動を行った。 
 

２ 令和６年度水道関係予算 
「２」に同じ 



番 号 提 出 問 題  処 理 状 況 概 要 

針」では、水道事業者等は、水道原水に係るクリ
プトスポリジウム等による汚染のおそれの程度
に応じ、対策措置を講じることとされている。 
現在、生活基盤施設耐震化等交付金の交付率は

４分の１と低く、給水収益が減少する中、管路や
施設の長寿命化及び耐震化対策も急務であるこ
とから、今後の経営状況に大きな負担を強いられ
ることは必至である。 
ついては、クリプトスポリジウム対策の積極的

な取組が可能となるよう、クリプトスポリジウム
対策への交付金の交付率の引き上げを要望する。 
 
 
 

 

９ 地下水利用等による専用水道に係る法整備及
び対応について 

（島根県支部） 

（理 由） 
近年、水使用の合理化・経済性の観点から、一

部の民間企業等が、地下水等の膜処理水と水道事
業者が供給する水道水とを混合して給水する、あ
るいは、水道水を地下水のバックアップ用として
使用する専用水道を設置するケースが急速に拡
大している。 
このような専用水道への移行は、地下水等の膜

処理水と水道水の混合給水における水質管理の
実態が不明瞭であること、また、使用時に停滞水
が専用水道に混入する危険性があること等、衛生
上の観点からも看過できない状況にある。 
こうした地下水等の利用拡大が地盤沈下など、

環境に与える影響も懸念されるところであり、併
せて、地下水が一部の民間企業や特定需要者の利
益のために利用されることは、住民の共有財産で
ある地下水の利用の観点から公平性を欠くもの
である。 
また、地下水の水質監視等に要する費用が地域

自治体等の公費で賄われていることからも、これ
らの費用の一部について地下水利用者に負担さ
せることや、適切な公的管理を行っていくことも
必要であると考える。 

さらに、地下水利用専用水道の導入によって、
水道の使用量が非常に少なくなった場合には、水
道施設に係る固定費の多くが未回収となり、その
減収分が他の水道使用者に転嫁される懸念があ
る。 
よって、次の事項を国に対して強く要望する。 
 
⑴ 地下水利用の実態を正確に把握し、水質管
理の徹底も含め、立入検査など適切かつ迅速
な行政指導を行うことができる指針等につ
いて明示すること。 

 
⑵ 地下水保全も含めた健全な水環境、水道水

質の安全性の確保、地下水の公共利用のあり
方の観点から、水道事業の給水区域内におけ
る新規専用水道の設置規制等を含む新たな
揚水規制について法整備を図ること。 

 

第３回運営会議（令和５年 11 月 28 日）後、
厚生労働省、国土交通省、環境省並びに関係国
会議員に対し、陳情活動を行った。 

 



番 号 提 出 問 題  処 理 状 況 概 要 

⑶ 専用水道の設置者及びその利用者に対し
一定の負担を求めることができる仕組みの
創設等、地下水利用に係る新たな施策を検討
すること。 

 
 

１０ 塗膜に含まれる低濃度ポリ塩化ビフェニル
(ＰＣＢ)廃棄物の処理等について 

（島根県支部） 

（理 由） 
平成３１年３月２８日付けで環境省より「低

濃度ポリ塩化ビフェニル汚染物の該当性判断基
準について」において、塗膜くずに含まれるＰ
ＣＢの含有濃度が０.５mg/kg以下となる場合
は、低濃度ＰＣＢ汚染物に該当しないと判断す
る旨の通知があった。 

一方、この含有量を超える低濃度ＰＣＢ廃棄
物は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理
の推進に関する特別措置法により、政令で定め
る期間（令和９年３月３１日）までの処分が義
務付けられている。 
今後の全国的なＰＣＢ含有塗膜の状況把握の

調査結果等によっては、全ての対象塗膜の期限
内での処分の可否、また、処分場が限定される
上に処理費用も高額であること等が大きな課題
となることが懸念される。 
さらに、塗膜除去を確実かつ適正に行う必要

があるため、工法、工期に影響が生じることに
より工事費も高額となる。 
よって、塗膜に含まれる低濃度ポリ塩化ビフ

ェニル廃棄物の処理等に関する検討及び財政支
援措置等を以下のとおり国に対して強く要望す
る。 
 
⑴ 塗膜に含まれる低濃度ＰＣＢの含有濃度
基準については、常に最新の知見等及び安
全性の視点を持ちつつ、見直しを図ること。 

 
⑵ 塗膜に含まれる低濃度ＰＣＢ廃棄物につ

いては、その処理が効率的かつ合理的に進
むよう、処理対象塗料（膜）の明確化及び
処理体制の充実・多様化を図るとともに、
塗膜除去に係る工事費、ＰＣＢ含有濃度に
係る調査及び処理費用に対する財政措置を
講ずること。 

 
⑶ 塗膜に含まれる低濃度ＰＣＢ廃棄物につ
いては、その処分量を踏まえた処分期限とす
ること。 

 
 

第３回運営会議（令和５年 11 月 28 日）後、
厚生労働省、国土交通省、環境省並びに関係国
会議員に対し、陳情活動を行った。 

１１ 管路施設の耐用年数の見直しについて 
（島根県支部） 

（理 由） 
管路施設の老朽化が進み、本格的な更新時期

を迎えている。更新に伴い布設する管路施設に
ついては、耐震性・耐久性に優れた管種を採用

第３回運営会議（令和５年 11 月 28 日）後、
厚生労働省、総務省、国土交通省並びに関係国
会議員に対し、陳情活動を行った。 



番 号 提 出 問 題  処 理 状 況 概 要 

している。しかしながら配水管の耐用年数は、
現行の地方公営企業法施行規則では、一律40年
と規定されていることから、実態に沿わないも
のとなっている。 
一方、公共事業の施行に伴い、支障となる管

路施設に対する補償費の算定に当たり建設費か
ら控除される減耗分を算出する際に用いる耐用
年数は、公共事業の施行に伴う公共補償基準要
綱（昭和４２年２月２１日閣議決定）及び公共
補償基準要綱の運用申し合せ（昭和４２年用地
対策連絡会、最近改正 平成３０年３月２２日）
において、標準耐用年数として管種ごとに５０
年から８０年と定められており（別表管路施設
の標準耐用年数表）、概ね実態に即したものと
なっている。 
耐用年数は、水道事業の費用構成の中で大き

な割合を占める減価償却費に関係し、水道料金
の算定に大きな影響を及ぼすものである。 
また、管路施設の更新計画の策定に際し実態

に即した耐用年数を採用することにより管路施
設の長寿命化が図られ、水道事業経営の安定に
資するものである。 
よって、次の事項を国に対して強く要望する

ものである。 
 
⑴ 管路施設の耐用年数について、公共事業
の施行に伴う公共補償基準要綱（昭和４２
年２月２１日閣議決定）及び公共補償基準
要綱の運用申し合せ（昭和４２年用地対策
連絡会、最近改正 平成３０年３月２２日）
に定める標準耐用年数を準用するなどによ
り、実態に沿うものとなるよう早急に見直
すこと。 

 
 

 



第１号議案

収 入 金 円　　 収入決算額

支 出 金 円　　 支出決算額

収入支出差引残高 金 円　　 繰越剰余金

積立金残高 金 円

【 収入の部 】

（単位：円）

会費入会金収入 (ｱ) 0 0 0 0 0 0

支部会費収入 (ｲ) 0 0 0 0 0 0

正会員会費 (ｳ) 0 0 0 0 0 0
正会員からの支部
会費

賛助会員会費 (ｴ) 0 0 0 0 0 0
賛助会員からの支
部会費

雑収入 (ｵ) 1,000 202,167 202,167 0 0 201,167

雑収入 (ｶ) 1,000 202,167 202,167 0 0 201,167

受取利息収入 (ｷ) 1,000 167 167 0 0 △833 預金利息

負担金収入 (ｸ) 0 2,000 2,000 0 0 2,000
支部賛助会員から
の会費

雑収入 (ｹ) 0 200,000 200,000 0 0 200,000 災害支援金

繰越剰余金取崩収入 (ｺ) 36,256,000 38,662,522 38,662,522 0 0 2,406,522
前年度からの繰越
金

収入合計 (ｻ) 36,257,000 38,864,689 38,864,689 0 0 2,607,689

　令和５年度日本水道協会中国四国地方支部会計決算の認定について

38,864,689

12,168,667

26,696,022

予 算 額 調 定 額

9,600,000

収 入 額
不　納
欠損額

収　入
未済額

予算額と
収入額との
比較増△減

備　　　考科　　　目



【 支出の部 】

（単位：円）

事業費支出 (ｼ) 18,684,000 0 18,684,000 14,033,596

会議費支出 (ｽ) 4,995,000 0 4,995,000 1,337,965
水道事例発表会、
講習会等

旅費交通費支出 (ｾ) 1,513,000 0 1,513,000 750,840
事務局出張旅費
(講習会等)

通信運搬費支出 (ｿ) 211,000 0 211,000 124,414
書類等送付代、
振込手数料等

消耗品費支出 (ﾀ) 238,000 0 238,000 215,147 事務用品

印刷製本費支出 (ﾁ) 152,000 0 152,000 52,615
会員名簿・封筒の
印刷代

広報費支出 (ﾂ) 49,000 0 49,000 26,615
ホームページ更新
料

雑支出 (ﾃ) 11,526,000 0 11,526,000 11,526,000 予備費

積立金積立支出 (ﾄ) 1,600,000 0 1,600,000 0
本部主催行事のた
め(開催地交付金)
の積立

管理費支出 (ﾅ) 15,973,000 0 15,973,000 10,054,737

会議費支出 (ﾆ) 6,775,000 0 6,775,000 1,183,377 地方支部総会等

旅費交通費支出 (ﾇ) 503,000 0 503,000 176,360
事務局出張旅費
（支部総会、幹事
会等）

雑支出 (ﾈ) 8,695,000 0 8,695,000 8,695,000 予備費

支出合計 (ﾉ) 36,257,000 0 36,257,000 24,088,333

【 積立金の部 】

（単位：円）

前年度繰越金 (ﾊ) 8,000,000 8,000,000 0

積立金 (ﾋ) 1,600,000 1,600,000 0

翌年度繰越金 (ﾌ) 9,600,000 9,600,000 0

当初予算額 流用増△減額 予算現額 支出済額

1,600,000

5,918,263

不 用 額 備　　　考

4,650,404

3,657,035

762,160

86,586

5,591,623

326,640

0

12,168,667

予 定 額 実 績 額 比較増△減 備　　　考

科　　　目

本部主催行事のため(開催地交付
金)の積立

22,853

99,385

22,385

0





第２号議案

開催年月日 行 事 開 催 地 行 事 内 容

R6.4.16(火)
　　 22(月)

会 計 監 査 （ 書 面 審 議 ） 　令和5年度会計の監査

R6.5.24(金) 第 217 回 幹 事 会 米 子 市 　第93回総会に付議すべき事項の審議等

R6.6.20(木) 県支部事務担当者連絡協議会 広 島 市
　地方支部・各県支部の令和5年度活動状
況及び令和6年度事業計画の報告等

R6.7.25(木) 第 218 回 幹 事 会 岡 山 市 　第93回総会の運営に関する事項の審議等

R6.7.25(木) 第 93 回 総 会 岡 山 市
　令和5年度決算の認定及び令和6年度予算
の承認、会員提出問題の審議等

R6.9.26(木)
　　 27(金)

事 務 講 習 会 徳 島 市
　事務職員の知識の向上を図り、水道事業
経営の円滑な運営に資することを目的とし
た講習会

R6.10.中旬 第 219 回 幹 事 会 広 島 市
　全国総会会員提出問題の提案理由説明都
市等の決定及び令和7年度行事計画･予算の
審議等

R6.10.24(木)
      25(金)

管 理 職 講 習 会 高 松 市

　管理・監督職員を対象に、管理職の在り
方等について知識を深め、水道事業経営の
円滑な運営に資することを目的とした講習
会

R6.11.14(木)
　　　15(金)

技 術 講 習 会 出 雲 市
　技術職員の知識の向上を図り、水道事業
の発展に寄与することを目的とした講習会

R6.11.28(木)
　　　29(金)

第 24 回 水 道 事 例 発 表 会 呉 市
　実務担当者の日頃の実務における事例や
研究を発表するとともに、会員相互の活発
な情報交換を行うことを目的とした発表会

R7. 3.上旬 W e b 講 習 会 W e b 開 催
　水道事業を運営するに当たっての諸課題
の解決に向け、地方支部の活動を活性化す
ることを目的とした講習会

  令和６年度日本水道協会中国四国地方支部事業計画について



第３号議案

【 収入の部 】

（単位：円）

会費入会金収入 (ｱ) 6,748,000 0 6,748,000

支部会費収入 (ｲ) 6,748,000 0 6,748,000

正会員会費 (ｳ) 6,048,000 0 6,048,000 正会員からの支部会費

賛助会員会費 (ｴ) 700,000 0 700,000 賛助会員からの支部会費

雑収入 (ｵ) 757,000 1,000 756,000

雑収入 (ｶ) 757,000 1,000 756,000

受取利息収入 (ｷ) 1,000 1,000 0 預金利息

負担金収入 (ｸ) 756,000 0 756,000 支部賛助会員からの会費

繰越剰余金取崩収入(ｹ) 24,515,000 36,256,000 △11,741,000 前年度からの繰越金

収入合計 (ｺ) 32,020,000 36,257,000 △4,237,000

　令和６年度日本水道協会中国四国地方支部会計予算について

科　　　目 R6年度予算額 R5年度予算額 比較増△減 備　　　考



【 支出の部 】

（単位：円）

事業費支出 (ｻ) 16,187,000 18,684,000 △2,497,000

会議費支出 (ｼ) 4,903,000 4,995,000 △92,000 水道事例発表会、講習会等

旅費交通費支出 (ｽ) 1,478,000 1,513,000 △35,000
事務局出張旅費
（講習会等）

通信運搬費支出 (ｾ) 208,000 211,000 △3,000
書類等送付代、振込手数料
等

消耗品費支出 (ｿ) 238,000 238,000 0 事務用品等

印刷製本費支出 (ﾀ) 152,000 152,000 0 会員名簿・封筒の印刷代

広報費支出 (ﾁ) 49,000 49,000 0 ホームページ更新料

雑支出 (ﾂ) 9,159,000 11,526,000 △2,367,000 予備費

積立金積立支出 (ﾃ) 1,600,000 1,600,000 0
本部主催行事のため（開催
地交付金）の積立

管理費支出 (ﾄ) 14,233,000 15,973,000 △1,740,000

会議費支出 (ﾅ) 6,775,000 6,775,000 0

旅費交通費支出 (ﾆ) 549,000 503,000 46,000
事務局出張旅費
（支部総会、幹事会等）

雑支出 (ﾇ) 6,909,000 8,695,000 △1,786,000 予備費

支出合計 (ﾈ) 32,020,000 36,257,000 △4,237,000

【 積立金の部 】

（単位：円）

前年度繰越金 (ﾉ) 9,600,000 8,000,000 1,600,000

積立金 (ﾊ) 1,600,000 1,600,000 0
本部主催行事のため（開催
地交付金）の積立

翌年度繰越金 (ﾋ) 11,200,000 9,600,000 1,600,000

R6年度予算額 R5年度予算額 比較増△減 備　　　考

科　　　目 R6年度予算額 R5年度予算額 比較増△減 備　　　考

地方支部総会、幹事会
総会参加費 会    員：無料
　　　　　 会員以外：7,000円



第４号議案 

 

 

 
 
 
 
 

会 員 提 出 問 題 の 審 議 

（別冊問題集のとおり） 

 



第５号議案

（　開　催　状　況　）

回 会 場

74 H 17 . 7 . 28 広 島 国 際 会 議 場

75 H 18 . 7 . 27 高 知 新 阪 急 ホ テ ル

76 H 19 . 7 . 26 海 峡 メ ッ セ 下 関

77 H 20 . 7 . 22 岡 山 プ ラ ザ ホ テ ル

78 H 21 . 7 . 23 ホテルニューオータニ鳥取

79 H 22 . 7 . 21 サ ン ポ ー ト ホ ー ル 高 松

80 H 23 . 7 . 28 福山ニューキャッスルホテル

81 H 24 . 7 . 19 ホ テ ル 松 政

82 H 25 . 7 . 11 ホ テ ル 一 畑

83 H 26 . 7 . 29 ホ テ ル ク レ メ ン ト 徳 島

84 H 27 . 7 . 28 倉 敷 市 民 会 館

85 H 28 . 7 . 28 米子コンベンションセンター

86 H 29 . 7 . 26 呉 阪 急 ホ テ ル

87 H 30 . 8 . 30 ホ テ ル メ ル パ ル ク HIROSHIMA

88 R 元 . 7 . 30 海 峡 メ ッ セ 下 関

89 R 2 . 7 . 30 －

90 R 3 . 7 . 28 －

91 R 4 . 7 . 29 －

92 R 5 . 7 . 20 ホ テ ル 一 畑

93 R 6 . 7 . 25 ホ テ ル グ ラ ン ヴ ィ ア 岡 山

94 R 7 . . （ ）

松 江 市

岡 山 市

開 催 年 月 日

倉 敷 市

松 江 市

徳 島 市

山 口 市

福 山 市

開 催 地

　第９４回日本水道協会中国四国地方支部総会の開催地について

書 面 審 議

米 子 市

呉 市

広 島 市

広 島 市

岡 山 市

下 関 市

高 知 市

鳥 取 市

高 松 市

下 関 市

高 知 市

書 面 審 議

書 面 審 議


	01　表紙
	表紙

	02　目次
	03　日程
	04　支部長表彰者名簿
	功労・特別
	永年勤続

	05　会務報告01
	06　会務報告02　全国総会への提出問題
	07　第１号議案_01　令和５年度会計決算書
	R5決算 

	08　第１号議案_02　令和５年度会計監査結果報告書
	09　第２号議案　事業計画R6
	行事計画 

	10　第３号議案　令和６年度予算
	R６予算(千円)

	11　第４号議案　会員提出問題の審議
	12　第５号議案　次期開催地
	総会開催地


